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炭鉱地域社会と炭鉱閉山後の

人口減少プロセス
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第３章

炭鉱地域社会と炭鉱閉山後の

人ロ減少プロセス

者比率は、三菱石炭鉱業および下請け企業

をまとめると1,671人で６３．０％を占め

ている。しかし三菱石炭鉱業の下請け企業

は、多種多様な業種からなり鉱業以外の

産業に分類されている企業が多く（従業者

数２２２人）、さらに三菱高島砿業所の商

業・サービス業施設など（従業者数７３人）

を加えると、高島での就業者2,651人の

うち、三菱高島砿業所およびこれに直接関

連する部門の従業者が全体の７４２％にも

及んでいる。このことは高島がいかに三菱

高島砿業所に依存した地域であったかを示

している。このように地域で働く就業者の

ほとんどが基幹企業に関連している「単一

企業地域」では、必然的に基幹企業を頂点

とする産業組j職の階層構造が、地域社会の

階層構造を構成することになる。

西原純

３．１－島一町一企業

高島は，離島に三菱資本の炭鉱が稼行し

た単一企業地域として発展し、炭鉱最盛期

の１９６５年頃には、高島における三菱の土

地所有率も８０％に達していた。そのため

高島には「－島一町一企業」という言葉が

ある。この頃の白7台体「高島町」と三菱石

炭鉱業高島砿業所との関係をみると、町税

では町民税の約８０％を砿業所従業員関係

分が、固定資産：税の約９６％を砿業所関係

分がしめていた。そのため、砿業所が支払

う町民税．固定資産税．鉱産税は全町税の

80％を占めていたという。また、高島町

の行政スタッフをみても、町長は三菱の元

鉱員で労働組子合の出身であり、町会議員２

４人のうち２１人が砿業所関係で、その内

訳は職員１ｏ人．鉱員１１人であった（川

崎1973）。

閉山直前の１９８４年においても、町長．

助役．Ⅱ又入役は三菱高島砿業所の出身で、

さらに町会議員の１６人のうち１２人は砿

業所出身（うち7人は労働組合員）であっ

たり。このように高島においては、三菱高

島砿業所は住民に職場を提供していただけ

でなく、町政に多大な影響を与えていた。

閉山前の高島の就業構造をみると（表３

－１）、第１次産業の比率が非常に小さく、

わずかに水産業に従事するものが１１人で

ある。産業大分類レベルでみると鉱業従業

3．２炭鉱社会の社会階層

３２．１「職員」・「鉱員」・「組夫」の

３層構造

夕張市における北炭および三菱の炭鉱地

域社会を研究した布施鉄治（1982）は、

「職員」「鉱員」「組夫」の３グループか

らなる階級構造が存在したと報告している。

高島においても、三菱石炭鉱業高島砿業所

によって組織化された地域社会が形成され、

同様の３層構造が把握できた。大規模工場

を中心とする単一企業地域においても、多

かれ少なかれ、「管理職・エンジニア」－

「正規工員」_「季§節工・下請け工」とい

うピラミッド構造を形成している。

「職員」とは、主として管理・事務．エ

ンジニアの職能を果たし、多くは親会社の

三菱鉱業セメントからの出向社員という形

態をとる。「鉱員」は高島では「本鉱」と
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呼ばれ、主として坑内作業に従事し、三菱

石炭鉱業の正規t土員であるが、給与は曰給

月給という形態をとる。閉山時の鉱員の平

均給与は、３０万円に達し②、さらに手厚

い厚生制度があった（表3-2）。

「組夫」は、砿業所と契約した請負会社

に所属する労働者をさし、坑内下請けと坑

外下請けに大別できる。三菱高島炭坑の下

請け会社⑳として、建設協力会を結成して

いた１９社（坑内下請け８社）と非加盟

の３社（坑内下請け１社）が存在してい

た。なお、請負会社には、下請け会社から

さらに請け負う孫受け会社もあった。経済

的にも鉱員とかなりの格差が存在し、坑内

員の会社ごとの平均給与は１６～２３万円程

度であった・・

閉山の時点で三菱石炭鉱業高島砿業所に

は、「職員」８５人.「鉱員」８７２人２）・

「組夫」５８３人（坑内４２６人．坑外１

５７人）３)の人々が仕事に従事していた。

炭鉱の坑内での作業は、「採炭」「掘進」

「仕繰」の３種類に大別される。掘進係が

坑道を炭層まで掘り進み、仕繰係がその坑

道を補修仕上げして、炭層面で採炭係が石

炭を掘る、という作業の分担があった。坑

道内のより危険な作業に組夫が従事するこ

とが多かったという（山本1988）。

単一企業地域の場合には、地域社会の社

会階層構造を反映した空間的構造が形成さ

れている。高島においても職員・鉱員．組

夫の居住分化が進行していた。職員の居住

地区は「尾浜」「中山」地区と呼ばれる日

当たりのよい島の東南斜面に位置し、コン

クリート建てアパートとともに木造一戸建

て住宅と洋風建築の職員クラブなどからな

っていた。鉱員の居住地区は「蛎瀬」「山

手」「緑ケ丘Ｊ「百万」地区の高層アパー

卜からなり、鉱員が坑内への入昇降する蛎

瀬立坑に至便の距離にある。逆に組夫の居

住地区は「西浜」地区を主とし、貯炭場と

ポタ山に近い位置にある（地図３－１）。

３２２炭鉱３グループにおける家族的特徴

布施鉄治（1982）は、炭鉱労働者におけ

る「職員」「鉱員」「組夫Ｊの３グループ

ごとの家族的特徴について次のように述べ

ている。社会・経済的に余裕のある職員層

では、子供の養育・教育、老親の扶養とい

う家族の主要な機能を果たすことができる

ため、直系家族的世帯がほとんどで、世帯

人員が多いという特徴を有する。鉱員層・

組夫層になるほど、社会・経済的条件が激

しくなり、直系家族的世帯が少なく、世帯

人員も少なくなるという特徴がある。

炭鉱閉山直後の１９８７年１月１日に高

島町に住民登録をしていた2,081世帯

（ただし、後述する研究対象期間内に死亡

によってなくなった世帯を除く）を５つの

世帯類型に分類し、職業３グループごとの

特徴を分析をみると（表3-3）、核家族的

世帯・直系家族的世帯の比率は、職員層・

鉱員層・組夫層の順となり、経済的余裕の

あると思われるグループほど大きな世帯を

構成している。逆に単独世帯の比率は組夫

層で最も高く、実に４８．３％に達している。

この単独世帯の比率は、長崎県全体の場合

１８．５％に比較して著しく高く、組夫層の

大きな特徴である。

3．３炭鉱閉山による単一企業地域

崩壊時の人ロ減少プロセス

３３．１５歳階級別人口による分析

単一企業地域高島において基幹企業の撤
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退によって、地域7仕会が崩壊した時どのよ

うな人口減少プロセスが進行したかを解明

した◎

閉山半年前の１９８６年６月には人口５，

４３８人で、閉山直前の１９８６年１０月には

人口5,491人、うち１４歳以下の若年者

の比率は19.5％で高い比率を占め、また

６５歳以上の高齢冒昔は９．１％に止まってい

た。これらの比率は、昭和ＣＯ年国勢調査

による長崎県全体の若年人口比率24.2％、

老年人口比率10.7％と比較しても、高齢

化は進展しておらず、長崎県全体の水準と

ほぼ同じであった。

閉山６ケ月後の１９８７年５月末には人

口数2,568人に減少し、わずか半年間で

52.8％という急激な減少率を示している

（図3-1）。またこの時期の若年者比率は

13.4％へと低下するとともに、老年人口

率は16.9％に達している。急激な人口減

少とともに急速な高齢化が進んだ閉山から

この時期までを、人口減少第１期と捉える

ことができよう。その後人口減少の速度は

弱まり、閉山のほぼ２年後の１９８８年１０

月末には人口1,577人となり、１９８７年５

月からの－年半での減少率は38.6％に止

まっている。しかし、若年人口比率は９３

％、老年人口比率は23.1％となり、人口

減少による高齢化はさらに進行したのであ

る。閉山半年後からこの時期までを人口減

少第２期ととらえることができよう。

このように、単一企業地域の基幹企業の

撤退によって生起した人口減少には、第１

期に相当する閉山半年後の５月頃までの急

激な人口減少と、第２期にあたるその後の

比較的緩慢な人口減少という、２段階のプ

ロセスが存在していたのである。

ａｓ２職業グループごとの残留・転出

単一企業地域での基幹企業の撤退による

人口減少のプロセスにおいては、単に人口

の高齢化現象のみに止まらない。人口減少

プロセスには、住民の職業や住民が属する

社会的グループによる特徴的な違いが存在

する。

１９８７年１月１日における高島の住民

リストによる5,124人（ただし、１９８７年

１月１日に住丘と登録していた人で、研究

対象期間の１９８８年１１月１日までの問

に死亡した人を除く）について、閉山時の

職業を同定した。職業の同定に用いた資料

は、三菱高島炭坑労働組合組合員名簿・高

島町商工会名簿・高島町国保世帯健康管理

票・聞き取り調査などによる。職業同定作

業によって、「職員７６人」・「鉱員８９２

人」・「組夫３６８人」などが特定できた。

しかしこれらの数字は他の資料と若干異な

っている。特に、組夫層の同定が非常に困

難であった。

そして、前述の１９８７年１月１日現在

の5,124人の転出・残留を１９８７年５月

１日・１９８８年１１月１日の住民リストと

対比して把握した。なお、１９８７年５月は

新学期が始まって約１ケ月が経ち、学齢盲者

を持つ世帯の人口流出が－時落ち着いた時

期で、前述の急速な人口減少第１期の末期

にあたる。また、閉山のほぼ２年後にあた

る１９８８年１１月は、比較的緩慢な人口減

少第２期に相当する。

〃人にJ減少第７期の残留・転仕／

この時期の全住民の残留率は51.8％を

占めている（図3-2）。基幹企業の三菱高

島砿業所の閉鎖に伴って、職員層・鉱員層

・組夫層は他の職業グループに比較して、
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相対的に残留率が低い。そして３グループ

間においても際だった差異が存在する。最

も残留率が低く、島外への移動が激しいグ

ループは、砿業所HiR員層で残留率はわずか

に２３．０％であるロ。

砿業所職員に次いで、砿業所鉱員の残留

率が低く、28.1％になる。逆に同じ炭鉱

に従事していた組夫層をみると、残留率は

70.1％にも達し、対照的な現象を示して

いる。この理由として、鉱員層は年齢が若

く（平均４３．１歳の）、さらに三菱石炭鉱

業が優先的に新しい職業を提供し、さらに

会社からの退職金・引っ越し費用の他、雇

用保険による生活補償も比較的高額であっ

たことによる。逆に組夫層の平均年齢が高

く（平均４７．３歳の）、また職探しにおい

てもほとんどを公的な労働市場に頼らざる

を得ず、退職金7)がほとんどなく、雇用保

険も鉱員に比較して低額であった。

これを裏付けているのが再就職状i兄であ

る。長ＩN奇県内公共職業安定所の資料によれ

I乱１９８７年５月末日の時点での就職率

は、鉱員で33.0％、組夫で14.9％と、組

夫の再就職が遅れている。また、鉱員・組

夫とも再就職が決定する前に高島を離れて

いる人が多く、鉱員で30.7％、組夫２２．０

％にも及んでいる。そしてこの点でも、

鉱員層の高島からの早期の転出が目立って

いる◎

また直接には砿業j所の下請け会社となっ

ていないが、間接的にはかなりの関係を有

していた建設業・製造業・運輸業に従事す

るグループにおいても、残留率が低い。

一方炭鉱の地域社会を支えている商業・

サービス業をみると、従業者１０００％、自

営者95.1％でともに残留率が高く、商業

・サービス業に従事する人々は、地域社会

の激しい変化にとまどいながらも、この第

１期には模様ながめの状態にあったといえ

よう。

生活の糧の点で、炭鉱とは直接関係のな

い漁業が残留率１００．o％で、これに次い

で、生計を年金などに頼っている無職層

（世帯主）が98.2％で、ともに残留率が

高い。

このように閉山半年後までの人口減少第

１期においては、砿業所に関連の深いグル

ープほど転出率が高かった。そして炭鉱地

域社会の上位階層を占める職員ほど転出が

早く、それについで鉱員層・組夫層の)11頁と

なり、炭鉱社会の社会階層つを反映してい

る。逆に高年齢の無職昔が高島に多く残留

したことが判明した。

２ノ人口減少第２期までの残留・転仕{

１９８７年１月１日に高島町に住民登録

をしていた５，１２４人の人々は、閉山約２

年後の１９８８年１１月には、７０．６％の人

々が高島を去った（図3-3）。砿業所関係

者のうち、閉山半年後の第１期末の時点で

も最も転出率が高かった職員層では、残留

率はわずかに9.5％である８０．

鉱員層でも残留率は11.1％に過ぎず、

ほとんど職員層と同じ水準にある。閉山後

半年の時点では高島残留者が多かった組夫

層でも、第２期には残留率がかなり低下し、

39.9％になった。しかし砿業所に直接関

係をもっていた人々のうち、最も低い階層

に置かれていた組夫層で残留者が多いこと

は、単一企業地域での基幹企業撤退時の人

口減少のプロセスとして最も特徴的な現象

である。

この理由の一つとして、前述のように再

就職の難しさがあげられる。1988年11月末
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すなわち、この転出率は、第１期・２期と

も砿業所職員・鉱員層と同じ程度の値を示

している。この二つの職業グループでは幼

児・学齢者を抱える世帯が多かったと同時

に、幼児・学齢盲者を抱えた他の職業グルー

プでも、島を去る人が多かったのである。

高島という三菱石炭鉱業を中心とする炭

鉱社会において、基幹企業撤退による人口

減少プロセスは２段階をなし、人口減少第

１期は、炭鉱社会の最上部をなす職員層に

始まり、鉱員層、建設・製造・運輸業グル

ープに波及し、急速で大規模な人口減少の

形を呈した。ざらに、炭鉱社会の下部をな

す組夫層では、閉山後すぐには転出せず、

人口減少が緩ﾉ慢な第２期に至って徐々に高

島を去っていったのである。砿業所に関連

する職業グループのうち、組夫層が最も遅

く高島を去っていった現象を、単一企業地

域の典型的問題として捉えることができよ

う。また、高島に組夫が多く残留した理由

には、再就職の難しさとともに、比較的高

年齢であること・高島からの転出の便宜が

下請け会社から与えられなかったこと・生

活そのものに経済的な余裕がなかったこと

などがあげられよう。

そして地域社会の崩壊を受けて、商業・

サービス業従業者層が事業を止め、ある者

は島を去っていった。そして漁業就業者が

炭鉱開発以前と同じように生業を続けると

ともに、無職者が高島に残ったのである。

曰の時点での就職率は、鉱員で63.5％、組

夫50.5％と、両者の格差が縮小しているも

のの、依然として大きな差が存在している。

砿業所と比較的関係が深い建設・製造・

運輸業グループにおいても、残留率をみる

と経営者が27.3％、従業者が１００％と

なり、非常に低い比率となっている。

地域社会の生活を支える商業・サービス

業では、自営者の残留率73.0％、従業者

の残留率６８．２％で、砿業所関連グループ

に比較してともに残留率が嵩iいものの、第

１期と比較するとブコ幅に島外への転出が進

んだ。ただし商業・サービス業従事占昔であ

った人々が高島に残っているからといって、

商業・サービス業従業者として活動してい

ることではない。企lLj､売・飲食店業を例に

とると、閉山前の１９８６年７月に事業所

数126、従業者数３５０であった状態から、

閉山４ケ月後の１９８７年２月末には、事業

所105、従業者数252、閉山2年後の１９８８

年１１月には、事業所数５５，従業者数１

２５にまで減少し、１９８６年７月と比較し

た活動率は、事業所ベースで43.7％、従

業者ベースで35.7％に過ぎないのである

の。なお、公務員・団体職員においては、

かなりの転出率を示している。このことは、

高島町役場が希望退職者を募ったこと、お

よび公立学校教職員の移動が含まれている

ためである。

職業グループ間での差異の特徴的な点は、

閉山２年後を経た第２期でも無職（世帯主）

層が依然として高い残留率８６．４％を示し

ていることである。

職業グループについての観点から人々

の転出・残留を論じてきたが、これには分

類きれない幼児・学齢者の～１８歳）につ

いて興味深い点を指摘できる（図3-2,3）。

３．３３世帯類型ごとの残留・転出

前述のように単一企業地域における基幹

企業の撤退によって、年齢層・職業グルー

プに非常に偏りのみられる人口減少が生じ

たことを明らかにした。この特異な人口減

少には、最小の生活単位である世帯間に際
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だった違いが存在している。１９８７年１月

１日現在の高島在住の2,081世帯（前述

のように１９８８年１１月１日までに死亡

によってなくなった世帯を除いてある）に

ついて、住民リストをもとに高島町国保世

帯健康管理票・住民票除票・聞き取り調査

などによって、職業グループごとの分析の

場合と同様に、世帯５類型、高齢者の有無、

世帯内の幼児・学齢者数、世帯主の年齢、

世帯主の職業についての類型ごとに、第１

期に相当する閉山半年後（1987年５月）

.第２期に相当する２年後（1988年１１

月）の時点での残留・転出を把握した。な

おここでは、高齢者を６５歳以上の人とし

た｡

出率が非常に大きかった。世帯の行動を決

定する要因として、幼児・学齢者の存在が

強く作用したことが考えられる。そのため、

世帯ごとに幼児・学齢冒音の人数を把握し、

残留率・転出率を求めた（図３で）。それ

によると、世帯数が２００以上になる幼児

・学齢者０人、１人、２人のカテゴリーで

は、世帯内の幼児・学齢冒者数が増えるほど

世帯の転出率が高くなっている。世帯数が

少ない幼児・学齢者が３人以上のカテゴリ

ーでは、転出率は高いものの、幼児・学齢

者数が増加すると転出率が高まるというよ

うな一定の傾向がない。

世帯内の高齢者の有無や幼児・学齢冒昔の

数の多寡は、世帯主の年齢と密接に関連し

ているため、世帯主の年齢別に残留・転出

をみた（図３－７）。それによると、３４歳

以下の世帯では、転出率が57.0％と高く、

以下世帯主の年齢が高くなるにつれて残留

率が済iまり、６５歳以上の世帯では91.8％

にも及んでいる。

砿業所関連グループの急速な島外移転が

特徴であった、閉山後の人口減少第１期に

おいては、家族的特徴の点からみると、核

家族的世帯の転出・単独世帯の残留、高齢

者のいない世帯の転出・高齢者がいる世帯

の残留、幼児・学齢者のいる世帯の転出、

幼児・学齢者のいない世帯の残留、若年世

帯主の世帯の転出・高年世帯主の世帯の残

留という特徴があり、職業グループと世帯

類型、および世帯のライフステイジが密接

に関連した人口減少が生じたことが判明し

た。

２ノ人ＥＺｊ５ｌ;少第２期までの残留・転比ノ

閉山のほぼ２年後の時点では、残留率が

最も低いのは、核家族的世帯でわずか３４．

４％であり、それに次いで、傍系親族を合

〃人口減少第７期の残留・転仕１

６２年５月時点での世帯５類型ごとの残

留・転出をみると（図3-4）、最も残留率

が低いのは核家族的世帯の５５０％で、約

半数が島を去ってしまった。次いで直系家

族的世帯63.5％、単独世帯68.1％と高

くなり、傍系親族を含む世帯の76.9％が

最も高い。世帯の形態のみから考えて最も

移動しやすいと思われる単独世帯の残留率

が高い。

世帯のなかに高齢者がいる場合といない

場合では、閉山に対応にする行動が異なっ

ていると思われる。2,081世帯を高齢者の

みの世帯・高齢自昔を含む世帯・高齢者のい

ない世帯の３つに分類した（図3-5）。こ

れによると、閉山半年後の第１期では、高

齢盲者のいない世帯の残留率がわずか５３０

％となっているのに対し、高齢盲者を含む

世帯では80.9％、高齢者のみの世帯では

９１．５％にも及んでいる。

また前節でみたように幼児・学齢冒昔の転
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のこの期間の転出と対応している。逆に直

系的家族世帯の残留・高年齢世帯主の世帯

の残留傾向が物語るように、家族的特徴か

らみても、高島におけるいっそうの人口高

齢化現象が進展したのである。

む世帯38.5％、単独世帯３９．６％となっ

ている（図3-7）。これに対し、直系家族

的世帯の残留率は47.1％と比較的高い。

第１期と比較すると、単独世帯の転出が進

んだことを示し、３世代が一つの世帯をな

す直系家族的世帯では転出のスピードが衰

えたことが伺える。

高齢者の有無からみた世帯類型からみる

と（図3-8）、高齢者のいない世帯の残留

率はさらに２８．５％に落ち込み、この世帯

グループはほとんど高島から存在しなくな

ってしまった。逆に高齢者を含む世帯６３．

２％と、高齢者のみの世帯73.2％と、世

帯内での高齢者の比重が声iくなるにしたが

って、残留率が高く、残留世帯における高

齢化を裏付けている。

世帯内の幼児・学齢者数からみた世帯類

型ごとの残留率・転出率をみた（図3-9）。

世帯数１の幼児・学齢者数７人のカテゴリ

ーを除くと、世帯内の幼児・学齢冒音数が増

えるほど世帯の転出率が高くなっている。

閉山後２年という比較的長い期間でみると、

世帯内の幼児・学齢者の多さが、世帯行動

において高島からの転出要因として作用し

たと考えられる。

世帯主の年齢からみると、その年齢が若

ければ若いほど転出率が高く、逆にその年

齢が声iければ高いほど残留率が高い、とい

う傾向がいっそう顕著になった（図3-11)。

すなわち、第１期では、世帯主の年齢３４

歳以下と３５歳～４９歳で転出率の違いが

約５％程度であったのに対し、第２期で

は１０％以上に開いている。

人口減少が緩慢になった閉山２年後まで

の第２期では、さらに核家族的世帯の転出

が進む一方で、単独世帯の転出も進んだ。

これは、先の職業グループにおける組夫層

３．ｓ４単一企業地域社会の崩壊時の

人ロ減少プロセス

〃残留・転仕{の規定要区７

－林の数丑化理論第〃類茂湖后法を

用いて－

これまで、炭鉱閉山による人口減少プロ

セスについて、人・世帯単位にその特徴を

個別に把握してきた。本節ではさらに、職

業・世帯類型・世帯のライフステイジの違

いが、各々どれくらいの規定力をもって残

留・転出に作用したかを、林の数量化理論

による第１Ｉ類分析法を用いて、論じるこ

とにする。林の数量化理論による第１Ｉ類

分析法とは、Ｒ個の定性的属`性に関する知

識（説明変数）によって、それぞれの個体

がＴ個の群（被説明変数）のいずれに属す

るかを、判別式を用いて判別しようとする

ものである（安田・海野1977）。すなわ

ち、世帯主の職業、世帯類型、高齢冒昔の有

無、幼児・学齢者の数、世帯主の年齢を説

明変数として、「残留」・「転出」を判別

しようとするものである。そして、その判

別の良否は、判別式の相関比や判別結果と

実際の結果とを比較した判別率によって、

また説明変数の規定力の大きさは、説明変

数と被説明変数間の偏相関係数や、各説明

変数内のカテゴリー間のウエイト幅、すな

わちレンジの大きさで知ることができる。

まず、２０８１世帯のうち、上記の説明変数

とした世帯主の職業、世帯類型、高齢者の
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有無、幼児・学齢者の数、世帯主の年齢に

ついてすべて把握できた１６３２世帯を分析

にとりあげた。まず、すべての上記の変数

を説明変数ｴＣＤとする数量化ＩＩ類分析を

行ない、被説明変数との間の偏相関係数が

高く、かつ他の説明変数と相互の相関が弱

い変数を説明変数として選び出した。その

結果、選ばれた説明変数は「世帯主の職業」

「世帯４類型」、、「世帯主の年齢」であ

る。

人口減少第１期における数量ｲﾋ第ＩＩ類

の分析結果によると、相関比は0.312（重

相関係数0.559）、判別率は81.9％で、

あまり良好な判別結果とはいえない。また、

説明変数の規定力を示すレンジは、世帯主

の職業が最も大きく２．２５９で、世帯主の

年齢0.801,世帯４類型0.330の順にな

っている。このことから、世帯単位の残留

・転出において最も強く作用したのは世帯

主の職業で、そのうち砿業所職員、砿業所

鉱員は転出へ、組夫、商業・サービス業就

業者（自営者・従業者）、公務員．団体職

員、無職は残留へ作用し、建設．製造．運

輸業就業者（自営者・従業者）は転出．残

留のいずれか一方のみには作用しなかった

ことがわかる（図３－ｍ）。

第２期における分析結果では、相関比は

0.342（重相関係数0.585）、判別率は7

8.5％で、説明変数のレンジが最も大きい

のは、世帯主の職業２３３５で、世帯主の

年齢1.043,世帯４類型０３２３の順とな

っている。第２期末の残留・転出において

も最も強く作用したのは、世帯主の職業で

あるが、第１期と比較すると世帯主の年齢

の規定力が大きくなっている。すなわち、

炭鉱閉山によって働き場所を直接に失った

砿業所職員・鉱員が転出した第１期に対し

て、第２期では、炭鉱に直接関係しない職

業においても、世帯主の年齢が若い世帯が

高島の生活にみぎりをつけ転出していった、

という人口減少プロセスが明らかになった

のである（図３－１３）。

２ノ三菱筒島砿業所の閉LL/か教えるもの

単一企業地域の基幹企業が撤退して地域

社会が崩壊した時、それによって生計を維

持してきた人々は、新しく生活の場を求め

なければならない。その際の人口減少のプ

ロセスには２段階あり、第１期あたる早い

時期に、炭鉱に直接関係し、そのうちでも

社会的・経済的に余裕のあるグループの人

々は高島を離れ、新しい生活に入っていっ

た。これに対して、社会的・経済的に余裕

のないグループの人々は、高島に止まらざ

るを得ない場合が多かったのである。そし

て基幹企業撤退後しばらくした第２期にな

って、この人々たちも、特に若い世代を中

心に次第に高島を離れていき、ついに閉山

後２年で人口は３０％に減少してしまった

のである。現在も高島に残留している人々

の特徴をまとめると、高年齢で、組夫層・

商業サービス業従業者層・年金生活者など

の無職者層、単独世帯・高齢者世帯であり、

いわゆる社会的弱者が残きれたのである。

このように、基幹企業撤退後わずか２年

間のうちに、地域の再活性化が困難なほど、

人口の高齢化現象が進み、地域社会の中核

をなしていた人々の転出が進んだ。その結

果、長崎県・高島町の懸命な努力にもかか

わらず高島への企業誘致があまり実現しな

かった。そして、いくつかの企業が進出し

た時点では、すでに従業員募集もままなら

なかった、)のである。したがって、高島

で生じた人口減少プロセスを教訓とするな



３炭鉱地域社会と炭鉱閉山後の人口減少プロセス８３

らぱ、１）基幹企業操業時から地域産業．

企業の多様化を図っておく、２）少なくと

も、基幹企業撤退前に企業誘致のプログラ

ムを明確にして、青年・壮年層の人々の引

きとめを図る、３）撤退する基幹企業は、

撤退後の地域社会の再開発プログラムに参

加する、という点が非常に重要なのである。

事務所の職員はこの時点（１９８８年１１月３０

日の推訓で、男性３名・女性３名の計６
人（高島町役場資料による）で、職員層の残留
者は、残務整理事務に当たっている者および退
職して高島に残っている人々である。
９）高島町役場資料による。

１０）林の数量化理論第１Ｉ類分析にあたっ

ては、世帯主の職業、世帯５類型麟合後は世

帯４類型）、世帯内の幼児・学齢者数において、
ケース数の少ないカテゴリーを統合した。統合

後のカテゴリーについては、図３－１２に示す。
１１）寝具製造業のＨ社では、高島工場で求

人数を充すことができなかったため、新たに長
崎市郊外の時津町にも新工場を設立した。

本稿をまとめるにあたり、高島町故星野誠一

前町長・豊田定光現町長を始めとする高島町職

員、高島商工会、三菱石炭鉱業高島砿:業所、建

設協力会の方々、さらに高島田J保健センター伊

藤久美子前保健婦・片山文子現保健婦には多大

の御援助を頂いた。また、長崎大学教育学部西

原ゼミ所属の津田弘美・吉田英樹・原田妙子氏

を始めとする学生諸氏には多くの御協力を頂い

た。記して感謝の意を表したい。
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善、３４０頁

矢田俊文（1975）：戦後日本の石炭産業_その

崩壊と資源の放棄一、大明堂、２８５頁

山本勇次（1988）：高島炭鉱社会試論一サプカ
ルチャーとしての炭鉱文化論をめざして、

柏祐輔賢二警作集完成記念出版会欄）「現代
農学論集」、日本経済評論社、ｐｐ､720-746.

[注］

１）朝日新聞１９８４年２月６日付。

２）三菱石炭鉱業高島砿業所の資料による。
３）建設協力会の資料による。

４）１９８６年５．６．７月の平均でボーナス

を含む。建設協力会資料による。

５）砿業所職員は親会社三菱鉱業セメント

からの出向社員という身分であるため、転出は

他の事業所への転勤の形をとる。職員の第１陣

の転勤は、閉山の１ケ月後の１９８６年１２月中

に行なわれた。そのため、この人々は本分析の

対象外となっている。また、職員のほとんどは、
三菱石炭鉱業南大夕張砿業所や三菱鉱業セメン

ト秩父工場などへ転勤した。しかし、三菱南大

夕張砿業所も１９９０年３月２７日に閉山した。
６）鉱員８９２人・組夫３６８人の集計桔果

による。ただし年齢は１９８７年１月１日現在。

７）鉱員については三菱石炭鉱業より正規

の退職金が支給されたのに対して、組ﾒﾐについ

ては、退職金が支給されなかった者も多い。ま

た退職金が支給された場合でも、１ｏ万～Ｚｏ万

円前後であるらしい僅者の聞き取りによる)。
８）高島砿業所閉山後の三菱石炭鉱業高島
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表３－１閉山直前の高島の就業構造

注）（下請け）は、三菱石炭鉱業高島砿業所の下請けで、
それぞれの内数に含めてある。

事業所・従業者数（1986年７月1曰現在）には、公営も含む。
高島町には、農業就業者はいない。

資料：昭和61年事業所統計調査をもとに作成した就業構造に関す
る高島町の独自資料による。

三菱石炭鉱業高島､広業所下請けの事業所数.就業者数は、著
者の聞き取り調査による。

表３－２鉱員に対するli広業所からの主な厚生制度（世帯あたり）

社宅１戸貸し２千～２千５百円
２戸貸し3200円前後

水道基本料金のみ1000円５人以上の世帯では、
１人ごとに100円増し

共同風呂使用料月300円

電気月110キロワットまで無料、それ以上は１キロワット
あたり11～25円

プロパンガス年間「10キロボンベ（3000円）の半額補助券」５枚支給
船賃補助月・家族一人あたり「半額補助券」６枚

注）１９８４年２月現在資料：朝曰新聞１９８４年２月２８日付

事業所数（下請け） 就業者数（下請け）

業

麟業緤鰈気檸駒》・儘融》》密務
水
鉱
建
製
電
運
卸
金
不
サ
公

1２（10）

５（３）
３（１）
２

８（１）

126（１）

７

１

４６（６）
６

１ ０

1１

671（597）

110（７９）

1８（１５）
2０

9４（４４）

350（９）

2５

１

299（７５）
6３

合計 216（22） 2,651（819）
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表３－３高島の家族的特徴

（1987年１月１曰現在）

資料：住民リストをもとに、国保世帯健康管理票．住民票除票．聞き取り調査
などにより作成。

炭鉱閉山

し
6000

5008
函65才肚

皀15-6は

Ⅲ０－１４才

吐嚇

８
８
０
８
８

０
８
０
０

０
０
８
０

１
３
２
１

人
口
数

人口減少第２期

19861987１９８８１９８９１９９８

年年11濡明,月1,月明明$月1,月:;明$月1,月明:月
図３－１三菱高島炭坑閉山後の高島町における年齢層別人口の推移

資料：「高島町人口階層表」による。

世帯類型 核家族的

世帯

直系家族

的世帯

傍系親族を

含む世帯
兄弟姉妹

のみ世帯

単独世帯

職員層 8１．３

％

6．７

％

0．０

％

0．０

％

1２．０

％

鉱員層 7５．１ 5．１ 1．１ 0．３ 1８５

組夫層 5０．０ 1．２ 0．６ 0．０ 4８．３

高島町

全体

6２．５ 4．１ 1．２ 0．４ 3１．８
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図３－１１世帯主の年齢ごとの残留率・転出率
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資料）図３－４に同じ。
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転出残留 ウエイト
世帯主の職業

レンジ

２．２５９

鉱業所職員

鉱業所鉱員

F露悪蕊蕊霧蕊蕊蕊霧蕊、 組夫

建設製造運輸業

商業サービス業

公務員・団体職員

無職

その他

世帯主の年齢
０．８０１ ３４才以下 ｜蕊蕊蕊蕊霧蕊１

３５－４９才｜蕊蕊蕊翻

願蕊蕊蕊】５０－６４才
|;蕊蕊蕊蕊蕊蕊蕊翻６５才以上

世帯４類型
０．３３０

｜核家族的世帯
｜蕊露悪1直系家族的世帯

畷畷蕊蕊翻その他の親族世帯

｜単独世帯

残留８６９世帯 転出 763世帯

相関比

判別率
0.312

81.9％

図３－１２「林の数量化理論第ＩＩ類の分析」による世帯ごとの
残留・転出要因（1987年１月～５月）



９８

転出ウエイト残留世帯主の職業

レンジ

２．３３５

F蕊鰄蕊蕊蕊蕊霧蕊蕊蕊蕊１鉱業所職員

鉱業所鉱員

F蕊蕊蕊露蕊１ 組夫

……建設製造運輸業
F蕊蕊､1m騒騒蕊蕊蕊蕊蕊蕊露悪蕊蕊蕊､露mmmmm蕊1蕊蕊､､銅 商業サービス業

公務員・団体職員

無職

その他

|蕊蕊霧蕊;蕊蕊霧蕊蕊蕊蕊罰

|霧蕊蕊蕊蕊蕊蕊鰯蕊蕊露蕊蕊;蕊騒騒蕊蕊蕊蕊蕊蕊霧蕊蕊蕊蕊蕊霧爾

世帯主の年齢
１．０４３ ３４才以下｜蕊蕊蕊蕊蕊蕊蕊蕊１

３５－４９才藤蕊霧爾

…３５０－６４才
畷－６５才以上

世帯４類型
０．３２３

園核家族的世帯
E蕊懸１直系家族的世帯

匿圏その他の親族世帯
圏単独世帯

転出１１１６世帯残留５１６世帯

相関比
判別率

0.342

78.5％

図３－１３「林の数量化理論第ＩＩ類の分析」による世帯ごとの
残留・転出要因（1987年１月～１９８８年１１月）


